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経営環境と業績�
K i r a y a k a  H o l d i n g s
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経済環境�

平成18年上期の世界経済は、米国経済の減速懸念の中でインフ
レ期待が燻り、5月には世界同時株安、商品市況の急落を招きま
した。しかしながら、米国のインフレ圧力は徐々に落ち着きを取
り戻すとの見方から市場は落ち着きを取り戻しました。米国経済
は潜在成長率を下回る推移となりましたが、ユーロ圏、アジア圏
での景気拡大が牽引し、世界経済全体では着実に回復を遂げてお
ります。�
国内経済におきましては、海外経済の成長を材料に輸出が好調
に推移し、為替が円安傾向となったことを追い風に、企業収益は
拡大基調となりました。設備投資も引き続き高水準を維持し、デ
フレ脱却宣言は見送られたものの、戦後最長のいざなぎ景気を超
える景気拡大局面となっています。�
金融面におきましては、日経平均株価が平成18年4月に
17,500円台を回復し、長期金利は5月に2％を超えるなど、景気

回復の動きが顕著となりました。また、7月に日本銀行は5年4カ
月ぶりにゼロ金利政策を解除いたしました。�
これを受けて山形県内経済におきましても、雇用情勢が回復傾
向にあり、好調な企業業績が夏季賞与の増額という形で雇用者所
得に波及し、個人消費全体でみますと、一部に弱い動きが残るも
のの、基調としては持ち直しの動きを見せております。また、企
業活動においても緩やかながらも回復の動きが続きました。しか
し自動車販売等落ち込みがみられた業種がある一方、パソコン、
半導体部品製造等のエレクトロニクス関連や自動車部品、食料品
等の消費財関連においては生産活動が増加するなど業種間でのば
らつきがみられました。総じて緩やかな回復傾向をみせているも
のの低水準の公共投資や企業倒産件数、金額とも前年を上回って
推移していることなどから、力強い回復とまでは至っていない状
況です。�

■業績（連結）�

きらやかホールディングス�

当連結会計中間期の当社グループの連結業績につきましては、
次のとおりとなりました。�
総資産につきましては、当連結会計中間期末残高は1兆
3,054億56百万円となりました。主な内訳としては、貸出金は
9,142億70百万円、有価証券は2,259億40百万円となりまし
た。負債につきましては、当連結会計中間期末残高は1兆
2,634億23百万円となりました。主な内訳としては、預金・譲
渡性預金は1兆2,136億39百万円となりました。�

損益につきましては、連結経常収益は192億35百万円、連結
経常費用は212億82百万円となり、連結経常損失は20億47百
万円、連結中間純損失は7億57百万円となりました。�
連結自己資本比率（国内基準）につきましては、8.72％とな
りました。�

■業績（単体）�

当社は平成17年10月3日、株式会社殖産銀行並びに株式会社
山形しあわせ銀行両行により、共同株式移転の方式をもって銀行
持株会社として設立されました。当社の設立により両行並びに両
行関連会社は「きらやかフィナンシャルグループ」を形成し、安
定した経営基盤を持つ総合金融グループとして、より先進的かつ
高度な金融サービスを提供していくことを目的としております。�
当社の完全子会社であります株式会社殖産銀行並びに株式会社
山形しあわせ銀行は、平成19年5月7日に合併を行うこととして
おり、システム統合をはじめとした両行業務の合併作業を鋭意進
めております。当社としましては、円滑な合併を成就すべく経営
管理業務を行ないました結果、次のような業績をあげることがで
きました。�

当社の収入となります子会社からの配当金及び経営管理料によ
り営業収益は4億97百万円となりました。また、営業費用は1億
22百万円となりました。この結果、経常利益3億57百万円、中
間純利益3億51百万円となりました。�
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■業績（連結）�

山形しあわせ銀行�

連結会計年度において、当行グループの業績は以下のとおりと
なりました。�
経常収益は、有価証券利息配当金、役務利益、株式売却益の増
加により、前中間連結会計期間比9億22百万円増収の93億62
百万円となりました。一方、経常利益は、不良債権処理を5億

31百万円実施したことから、前中間連結会計期間比1億87百万
円減少の8億19百万円、また、中間純利益も繰延税金資産の減
少により前中間連結会計期間比1億97百万円減少の4億54百万
円となりました。�

■業績（単体）�

預金につきましては個人預金が順調に推移しましたが、法人お
よび公金預金が低調だったことから、前年同期比93億73百万円
減少の6,061億21百万円となりました。しかし、お客様の多様
な資産運用ニーズにお応えした結果、投資信託、変額年金保険等
の預かり資産残高は順調に増加し、前年同期比211億99百万円
増加の601億12百万円となりました。�
貸出金につきましては、小口の事業性資金であるヒジネスロー
ンやアパートローンが増加しましたが、法人向け貸出金の落ち込
みにより、前年同期比103億14百万円減少の4,474億93百万
円となりました。�

損益状況につきましては、有価証券利息配当金や役務収益の増
加により、本業の利益を示すコア業務純益は前年同期比1億82
百万円増加の10億77百万円となりました。しかしながら、資産
の健全化を目的とした貸倒引当金の繰入れ等により、経常利益は
前年同期比2億86百万円減少の6億24百万円、当期利益は2億
3百万円減少の4億2百万円となりました。�
また、自己資本比率は平成18年3月に劣後ローンを取り入れ
たことやリスクアセットの減少等を要因に、前年同期比1.40%
上昇の9.48%となりました。�

■業績（連結）�

殖産銀行�

当中間連結会計期間において、当行グループの業績は以下のと
おりとなりました。�
経常収益は、子法人等の減少の影響と有価証券売却益等が減少
したことにより、前中間連結会計期間比8億68百万円減収の72
億86百万円となりました。�

また、不良債権処理を積極的に実施したことにより、29億12
百万円の経常損失となりました。一方、厚生年金の代行部分返上
に伴い特別利益が発生したため、中間純損失は11億27百万円に
止まりました。�

■業績（単体）�

預金等につきましては、預金金利上昇への期待感から預金回帰
の動きが見られ、前期末より128億93百万円増加し、当中間期
末残高は6,095億76百万円となりました。なお、個人のお客様
の資金運用ニーズの多様化により投資信託や変額年金保険等の預
かり資産の志向は継続しており、預かり資産残高は前期末より
106億47百万円増加し715億63百万円となりました。�
貸出金につきましては、前期末比15億14百万円減少し、当中
間期末残高は4,729億14百万円となりました。個人向けの消費
者ローンは前期末比16億52百万円増加し、当中間期末残高は
1,543億93百万円となりました。�
有価証券につきましては、国債等の債券を中心に前期末比11

億17百万円増加し、当中間期残高は1,004億43百万円となり
ました。�
損益状況につきましては、資金運用収益は前中間期比ほぼ横ば
いでありましたが、役務取引等収益は順調に推移しました。しか
しながら、有価証券売却益が減少したことにより、経常収益は3
億86百万円減収の72億65百万円となりました。�
また、株式会社山形しあわせ銀行との合併を来年度に控え、更
なる資産内容の健全化を図るために、不良債権処理を積極的に実
施したことにより29億3百万円の経常損失となりました。一方、
厚生年金の代行部分返上に伴い特別利益が発生したため、中間純
損失は10億38百万円に止まりました。�
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連結財務諸表�
K i r a y a k a  H o l d i n g s

平成18年9月期�

中間連結貸借対照表� （金額単位：百万円）�

�
50,925�
58,800�
16�
98�

225,940�
914,270�
942�

12,633�
－�

32,839�
3,358�
7,635�
13,294�

△     15,000�
△          299�
1,305,456�

�
1,203,239�
10,400�
2,004�
6,904�
20�

12,000�
10,704�
38�
3�

598�
114�
3,482�
619�

13,294�
1,263,423�

�
－�
�

－�
－�
－�
－�
－�
－�
－�
－�
�
�

10,000�
12,501�
21,306�

△          556�
43,250�

�
△       6,164�
△              1�

4,713�
△       1,452�

234�
42,033�

1,305,456

(資産の部)�
現金預け金�
コールローン�
商品有価証券�
金銭の信託�
有価証券�
貸出金�
外国為替�
その他資産�
動産不動産�
有形固定資産�
無形固定資産�
繰延税金資産�
支払承諾見返�
貸倒引当金�
投資損失引当金�
資産の部合計�
(負債の部)�
預金�
譲渡性預金�
コールマネー�
借用金�
外国為替�
社債�
その他負債�
賞与引当金�
役員賞与引当金�
退職給付引当金�
繰延税金負債�
再評価に係る繰延税金負債�
負ののれん�
支払承諾�
負債の部合計�
(少数株主持分)�
少数株主持分�
(資本の部)�
資本金�
資本剰余金�
利益剰余金�
土地再評価差額金�
その他有価証券評価差額金�
自己株式　　　　　　　　�
資本の部合計�
負債、少数株主持分及び資本の部合計�
(純資産の部)�
株主資本�
　資本金�
　資本剰余金�
　利益剰余金�
　自己株式�
　　　株主資本合計�
評価・換算差額等�
　その他有価証券評価差額金�
　繰延ヘッジ損益�
　土地再評価差額金�
　　　評価・換算差額等合計�
少数株主持分�
　　　純資産の部合計�
　　　負債及び純資産の部合計�

平成18年9月期�

中間連結損益計算書� （金額単位：百万円）�

19,235�
12,377�
11,051�
1,279�
5,535�
186�
1,135�
21,282�
928�
444�
1,455�
181�

13,173�
5,543�

△       2,047�
2,283�
－�
14�
233�
2,030�
5�
62�
－�
62�
－�
0�

173�
350�
441�
138�

△         757

経常収益�
　資金運用収益�
　　うち貸出金利息�
　　うち有価証券利息配当金�
　役務取引等収益�
　その他業務収益�
　その他経常収益�
経常費用�
　資金調達費用�
　　うち預金利息�
　役務取引等費用�
　その他業務費用�
　営業経費�
　その他経常費用�
経常利益（△は経常損失）�
特別利益�
　動産不動産処分益�
　固定資産処分益�
　償却債権取立益�
　厚生年金基金代行返上益�
　その他の特別利益�
特別損失�
　動産不動産処分損�
　固定資産処分損�
　減損損失�
　その他の特別損失�
税金等調整前中間(当期)純利益�
法人税、住民税及び事業税�
法人税等調整額�
少数株主利益�
中間純損失（当期純利益）�
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当社の連結財務諸表は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、�

新日本監査法人の監査を受けております。�

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。�

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。�
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中間連結キャッシュ・フロー計算書�（金額単位：百万円）�

平成18年9月期�
�

173�
2,797�

△         60�
－�

△         38�
1,685�
299�
9�
3�

△    1,953�
△  12,377�

928�
△       342�

1�
△         10�

－�
48�

12,753�
13,669�
6,300�

△       339�
650�

△  23,500�
7�

△       297�
16�

12,120�
△       467�
△       664�
11,411�

△       405�
11,006

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー�
税金等調整前中間(当期)純利益�
減価償却費�
負ののれん償却額�
減損損失�
持分法による投資損益(△)�
貸倒引当金の増減(△）額�
投資損失引当金の増加額�
賞与引当金の増減額(△)�
役員賞与引当金の増加額�
退職給付引当金の増減（△）額�
資金運用収益�
資金調達費用�
有価証券関係損益(△)�
金銭の信託の運用損益(△)�
為替差益(△)�
動産不動産処分損益(△)�
固定資産処分損益(△)�
貸出金の純増(△)減�
預金の純増減(△)�
譲渡性預金の純増減(△)�
借用金(劣後特約付借入金を除く)の純増減(△)�
預け金(日銀預け金を除く)の純増(△)減�
コールローン等の純増(△)減�
コールマネー等の純増減(△)�
外国為替(資産)の純増(△)減�
外国為替(負債)の純増減(△)�
資金運用による収入�
資金調達による支出�
その他�
小計�
法人税等の支払額�
営業活動によるキャッシュ・フロー�

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。�

（金額単位：百万円）�

平成18年9月期�
�

△  96,002�
79,261�
5,896�
0�
－�

△    2,240�
－�
126�

△    1,520�
－�

△  14,478�
�

－�
－�
－�

△       312�
△           7�
△         11�

1�
△       330�

0�
△    3,802�
47,034�

0�
43,232

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー�
有価証券の取得による支出�
有価証券の売却による収入�
有価証券の償還による収入�
金銭の信託の減少による収入�
動産不動産の取得による支出�
有形固定資産の取得による支出�
動産不動産の売却による収入�
有形固定資産の売却による収入�
無形固定資産の取得による支出�
その他資産の取得による支出�
投資活動によるキャッシュ・フロー�

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー�
株式移転交付金の支出額�
劣後特約付社債の発行による収入�
劣後特約付借入金の返済による支出�
配当金支払額�
少数株主への配当金支払額�
自己株式の取得による支出�
自己株式の処分による収入�
財務活動によるキャッシュ・フロー�

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額�
Ⅴ現金及び現金同等物の減少額�
�現金及び現金同等物の期首残高�
�新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額�
�現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高�

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。�

株主資本�

資本金� 資本剰余金� 利益剰余金� 自己株式� 株主資本合計�

中間連結株主資本等変動計算書当中間会計期間（自 　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）�
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平成18年3月31日残高�
中間連結会計期間中の変動額�
　株式交換に伴う増加高�
　剰余金の配当　　　　　(注)�
　中間純損失�
　自己株式の取得�
　自己株式の処分�
　自己株式の処分差損益�
　土地再評価差額金の取崩�
　連結子会社の増加�
　連結子会社の持分増加�
　株主資本以外の項目の中間連結会計期間中の変動額(純額)�
中間連結会計期間中の変動額合計�
平成18年9月30日残高�

（金額単位：百万円）�
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平成18年3月31日残高�
中間連結会計期間中の変動額�
　株式交換に伴う増加高�
　剰余金の配当　　　　　(注)�
　中間純損失�
　自己株式の取得�
　自己株式の処分�
　自己株式の処分差損益�
　土地再評価差額金の取崩�
　連結子会社の増加�
　連結子会社の持分増加�
　株主資本以外の項目の中間連結会計期間中の変動額(純額)�
中間連結会計期間中の変動額合計�
平成18年9月30日残高�

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。�

純資産合計�少数株主持分�



１．中間連結貸借対照表関係�
�　有価証券には、関連会社の株式91百万円を含んでおります。�
�　貸出金のうち、破綻先債権額は5,678百万円、延滞債権額は30,235百万円であります。�

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は
利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。
以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3
号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金であります。�
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ること
を目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。�
�　貸出金のうち、3ヵ月以上延滞債権額は192百万円であります。�
なお、3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から3月以上遅延している貸出金で
破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。�
�　貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は13,855百万円であります。�
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払
猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及
び3ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。�
�　破綻先債権額、延滞債権額、3ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は49,962百万円であります。�
なお、上記�から�に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。�

�　手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士
協会業種別監査委員会報告第24号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形
及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金
額は20,724百万円であります。�
�　ローン・パーティシペーションで、平成7年6月1日付日本公認会計士協会会計制度委員会報告第3号に基づいて、
原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、中間連結貸借対照表計上額は500百万円であり
ます。�
�　担保に供している資産は次のとおりであります。�

担保に供している資産　　有価証券　  29,884百万円�
　　　　　　　　　　　　その他　　    9,385百万円�
担保資産に対応する債務　預金　　　　　  523百万円�

上記のほか、為替決済、共同システム等の取引の担保として、有価証券38,843百万円を差し入れております。�
また、その他資産のうち保証金権利金は1,044百万円であります。�

	　当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、
契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。
これらの契約に係る融資未実行残高は、117,453百万円であります。このうち契約残存期間が1年以内のものが
86,381百万円あります。�
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずし
も連結子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融
情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、連結子会社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又
は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不
動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている社内手続に基づき顧客の業況等を把
握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。�

　土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、銀行業を営む連結子会社の事業
用土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」
として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。�
再評価を行った年月日　平成11年3月31日�
同法律第3条第3項に定める再評価の方法�
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第119号）第2条1号に定める地価公示方法
の規定により公示された価格、第2条第3号に定める土地課税台帳及び第4号に定める地価税の課税価格の計算
の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法に基づいて、奥行価格補正、側方
路線影響加算等合理的な調整を行って算出。�
同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当中間連結会計期間末における時価の合計額と当該事業用
土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額　　   6,380百万円�

�　有形固定資産の減価償却累計額　　19,713百万円�
�　有形固定資産の圧縮記帳額　　　　   2,094百万円�
（当中間連結会計期間圧縮記帳額　　　　  － 百万円）�

　社債には、劣後特約付社債12,000百万円が含まれております。�
２．中間連結損益計算書関係�
�　その他経常収益には、株式等売却益689百万円を含んでおります。�

２６　Kirayaka Financial Group Disclosure 2006 Interim Report

連結財務諸表�
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項（平成18年中間期）�

注記事項（平成18年中間期）�
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１．連結の範囲に関する事項�
�　連結子会社　　　　　　　　　9社�

会社名　・株式会社殖産銀行　　　　　　　　・株式会社山形しあわせ銀行�
　　　　・殖銀カードサービス株式会社　　　・殖銀キャピタル株式会社�
　　　　・殖銀ビジネスサービス株式会社　　・しあわせファイナンス株式会社�
　　　　・しあわせユーシーカード株式会社　・山形ビジネスサービス株式会社�
　　　　・エコーリース株式会社�

�　非連結子会社　　　　　　　　0社�
２．持分法の適用に関する事項�
�　持分法適用の非連結子会社　　0社�
�　持分法適用の関連会社　　　　2社�

会社名　・株式会社東北バンキングシステムズ　・株式会社エス・ワイコンピューターサービス�
�　持分法非適用の非連結子会社　0社�
�　持分法非適用の関連会社　　　0社�
３．連結子会社の（中間）決算日等に関する事項�

連結子会社の中間決算日は次のとおりであります。　9月末日　9社�
４．資本連結手続きに関する事項�
�　持分プーリング法の適用�
株式会社殖産銀行と株式会社山形しあわせ銀行（以下「両行」）は、株式移転制度を利用して共同で完全親会
社となる株式会社きらやかホールディングス（以下「親会社」）を設立いたしました。この企業結合に関する資
本連結手続は、持分の結合に該当すると判断したため持分プーリング法を適用しております。�
なお、この企業結合に関する資本連結手続きは「株式交換及び株式移転制度を利用して完全親会社関係を創設
する場合の資本連結手続について」（日本公認会計士協会会計制度委員会研究報告第6号）に準拠して処理してお
ります。�
�　企業結合を持分の結合と判定した根拠�
今回の企業結合については、両行の業務内容、財政状態および経営成績を総合的に勘案し、また、親会社にお
けるリスクと便益を両行が継続的に共同して負担及び享受することとなるため、持分の結合に該当すると判断い
たしました。�

５．会計処理基準に関する事項�
�　商品有価証券の評価基準及び評価方法�
商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。�

�　有価証券の評価基準及び評価方法�
�有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券
のうち時価のあるものについては、中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により
算定）、時価のないものについては、移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。�
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。�
�有価証券運用を主目的とする単独運用金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価は、
時価法により行っております。�
�　デリバティブ取引の評価基準及び評価方法�
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。�
�　減価償却の方法�
�有形固定資産�
当社及び銀行業を営む連結子会社の有形固定資産は、定率法（ただし、平成10年4月1日以後に取得した建物（建
物附属設備を除く。）については定額法）を採用しております。�
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。�
建　物：15年～50年　　動　産：  3年～15年�
その他の連結子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定率法（ただし、平
成10年4月1日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）については定額法）及びリース期間定額法により
償却しております。�
�無形固定資産�
無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当
社及び連結子会社で定める利用可能期間（主として5年）に基づく定額法により償却しております。�
�　貸倒引当金の計上基準�
銀行業を営む連結子会社の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。�
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に係る債権及びそ
れと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載さ
れている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額
を計上しております。�
また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債権に
ついては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務
者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。上記以外の債権については、過去の一定期
間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。�
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資
産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。�
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証によ
る回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は
16,790百万円であります。�
連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念

債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き当てております。�
�　投資損失引当金の計上基準�
当社及び連結子会社の投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行会社の財政状態等
を勘案して必要と認められる額を計上しております。�
（追加情報）�
投資に対する損失への対応を十分に図るため、当中間連結会計期間より投資損失引当金を計上しております。
これにより経常費用が299百万円増加し、経常損失が299百万円増加し、税金等調整前中間純利益が299百万円
減少しております。�
�　賞与引当金の計上基準�
賞与引当金は、従業員への支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計年度に
帰属する額を計上しております。�
�　役員賞与引当金の計上基準�
役員賞与引当金は、連結子会社の一部について、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支
給見込額のうち、当中間連結会計期間に属する額を計上しております。�
	　退職給付引当金の計上基準�
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。また、過去
勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。�
過去勤務債務�
株 式 会 社 殖 産 銀 行：その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（11年）による定額法に

より費用処理�
株式会社山形しあわせ銀行：発生年度において全額損益処理�
数理計算上の差異�
株 式 会 社 殖 産 銀 行：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（11年）に 

よる定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理�
株式会社山形しあわせ銀行：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（13年）

による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理�
なお、株式会社殖産銀行の会計基準変更時差異（4,401百万円）及び株式会社山形しあわせ銀行の会計基準変
更時差異（代行返上後2,191百万円）については、15年による按分額を費用計上することとし、当中間連結会計
期間においては同按分額に12分の6を乗じた額を費用計上しております。�
（追加情報）�
１．株式会社山形しあわせ銀行は、退職給付における数理計算上の差異の償却年数について、従来、平均残存勤
務期間内の一定の年数（15年）で償却しておりましたが、平均残存勤務期間が15年を下まわったため、償却
年数を13年に変更しております。 �
この変更により経常費用が8百万円増加し、経常損失が8百万円増加し、税金等調整前中間純利益が8百万円
減少しております。�
２．株式会社殖産銀行は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成17年8月
6日に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受け、平成18年9月1日に過去分返上の認可を受けており
ます。 �
当中間連結会計期間における損益に与えている影響額は、特別利益として2,030百万円計上されております。�


　外貨建資産・負債の換算基準�
銀行業を営む連結子会社の外貨建資産・負債は、中間連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。�

�　リース取引の処理方法�
当社及び連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。�
�　重要なヘッジ会計の方法�
�金利リスク・ヘッジ�
銀行業を営む連結子会社の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業にお
ける金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第
24号。以下「業種別監査委員会報告第24号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効
性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段
である金利スワップ取引等を個別契約ごとに特定し、有効性の評価をしております。�
キャッシュ・フローを固定するヘッジについてはヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証に
より有効性の評価をしております。�
�為替変動リスク・ヘッジ�
銀行業を営む連結子会社の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀
行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委
員会報告第25号。以下「業種別監査委員会報告第25号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。
ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワッ
プ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段
の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。�
なお、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。�


　消費税等の会計処理�
当社及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。�

６．（中間）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲�
中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、中間連結貸借対照表上の「現金預け金」のうち現金
及び日本銀行への預け金であります。�



�　その他の経常費用には、貸倒引当金繰入額2,771百万円及び貸出金償却952百万円を含んでおります。�
３．中間連結キャッシュ・フロー計算書関係�
現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係�
平成18年9月30日現在�
現金預け金勘定　　　　　　 50,925百万円�
当座預け金　　　　　　　△　1,626百万円�
普通預け金　　　　　　　△　5,145百万円�
定期預け金　　　　　　　△　　921百万円�
現金及び現金同等物　　　　 43,232百万円�

４．リース取引関係�
（借主側）�
�　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引�
●リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間連結会計期間末残高相当額�
�
�
�
�
�
（注）重要性の乏しい資産については支払利子込み法によっております。�
●未経過リース料中間連結会計期間末残高相当額�
�
�

（注）未経過リース料中間連結会計期間末残高相当額は、未経過リース料中間連結会計期間末残高が有形固定資産
の中間連結会計期間末残高等に占める割合が低いため、重要性の乏しい資産については支払利子込み法によ
っております。�

●支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額�
支払リース料　　　　25百万円�
減価償却費相当額　　23百万円�
支払利息相当額　　　 2百万円�
●減価償却費相当額の算定方法�
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。�
●利息相当額の算定方法�
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各中間連結会計期間への配分方法に
ついては、利息法によっております。�

�　オペレーティング・リース取引は重要性が乏しいので記載は省略しております。�
（貸主側）�
�　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引�
●リース物件の取得価額、減価償却累計額及び中間連結会計期間末残高�
�
�
�
�

（注）取得価額は、未経過リース料及び見積残存価額の合計額の中間連結会計期間末残高が営業債権の中間連結会
計期間末残高等に占める割合が低いため、受取利子込み法によっております。�

●未経過リース料中間連結会計期間末残高相当額�
�
�

（注）未経過リース料中間連結会計期間末残高相当額は、未経過リース料及び見積残存価額の合計額の中間連結会
計期間末残高が営業債権の中間連結会計期間末残高等に占める割合が低いため、受取利子込み法によってお
ります。�

●受取リース料、減価償却費�
受取リース料　　　  2,495百万円�
減価償却費　　　　  2,195百万円�
●減価償却費の算定方法�
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。�

�　オペレーティング・リース取引は実施しておりません。�
５．退職給付関連�
�　採用している退職給付制度の概要�

株式会社殖産銀行は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度及び退職一時金制度を設けております。こ
のうち、厚生年金基金制度は昭和61年4月から、退職一時金制度は退職加算金の支給を目的として平成8年4月か
らそれぞれ採用しております。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。�
株式会社山形しあわせ銀行は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度及び適格退職年金制度を設けてお
ります。このうち、企業年金基金制度は平成17年4月1日から厚生年金基金制度より移行し、昭和58年3月1日
からは従来の退職一時金制度にかえて適格退職年金制度を採用しております。また、従業員の退職等に際して割
増退職金を支払う場合があります。また、厚生年金基金の代行部分返上に関し、「退職給付会計に関する実務指
針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第13号）第47―2項に定める経過措置を適用し、当
該認可の日において代行部分に係る退職給付債務と返還相当額の年金資産を消滅したものとみなして会計処理し
ております。�
一部の連結子会社は、退職一時金制度を設けております。�

�　退職給付債務に関する事項�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

（注）１．当社の従業員は全員子会社からの出向者であり、それぞれの出向元の会社の退職給付制度が適用されて
おります。�

２．厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。�
３．臨時に支払う割増退職金は含めておりません。�
４．一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。�

�　退職給付費用に関する事項�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、一括して「勤務費用」に含めて計上しております。�
�
�
�
�
�
�

�　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

６．税効果会計関係�
�　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳�
繰延税金資産�
税務上の繰越欠損金　　　　5,608百万円�
貸倒引当金　　　　　　　　4,931百万円�
退職給付引当金　　　　　　1,021百万円�
減価償却の償却超過額　　　　346百万円�
その他有価証券評価差額　　2,585百万円�
株式等償却否認額　　　　　　118百万円�
その他　　　　　　　　　　　636百万円�
繰延税金資産小計　　　　　 15,249百万円�
評価性引当額　　　　　　△　6,936百万円�
繰延税金資産合計　　　　　　8,313百万円�
繰延税金負債　　　　　　△　　505百万円�
繰延税金資産の純額　　　　　7,807百万円�

�　連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、
当該差異の原因となった主な項目別の内訳�
法定実効税率　　　　　　　　　　　　　　　　　　 40.44％�
（調整）�
交際費等永久に損金に算入されない項目　　　　　　1.54％�
住民税均等割等　　　　　　　　　　　　　　　　　1.07％�
受取配当金等永久に益金に算入されない項目　△　　1.15％�
評価性引当額　　　　　　　　　　　　　　　　　 12.23％�
その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1.00％�
税効果会計適用後の法人税等の負担率　　　　　　 55.13％�

７．セグメント情報�
�　事業の種類別セグメント情報�
連結会社は銀行業以外に一部でクレジットカード等の事業を営んでおりますが、それらの事業の全セグメント
に占める割合が僅少であるため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。�
�　所在地別セグメント情報�
連結会社はすべて国内で事業を営んでおりますので、所在地別セグメント情報は記載しておりません。�

�　国際業務経常収益�
国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。�

８．1株当たり情報�
�
�

（注）１．1株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。�

�

�

�

�

　　　２．なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないので記載しておりません。�
９．重要な後発事象�
殖銀カードサービス株式会社及びしあわせユーシーカード株式会社の完全子会社化について�
当社は、平成18年6月6日開催の取締役会において、当社の連結子会社でクレジットカード業務を営む殖銀カ
ードサービス株式会社及び、しあわせユーシーカード株式会社について、それぞれの会社の既存株主から全株式
を取得することにより、当社の完全子会社とすることを決議し、平成18年6月16日に株式を譲受け、完全子会社
化を実施いたしました。その主な内容につきましては以下のとおりであります。�
�　完全子会社化の目的�
当社は、クレジットカード業務を当社グループにおける重要な戦略部門と位置づけております。本件完全子会
社化により、経営の機動性を確保し、銀行業務を中核とする当社グループ内の他事業とのシナジーのより一層の
追求を図って参りたいと考えております。�
�　対象会社の概要と最近事業年度における業績の動向�
�概要�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�最近事業年度における業績の動向�
�
�
�
�
�
�
�
�

�　株式の譲受日　平成18年6月16日�
�　その他�
殖銀カードサービス株式会社及びしあわせユーシーカード株式会社はすでに当社の連結子会社でありますので、
本件による連結業績への大きな影響はありません。�
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1年超�
880百万円�

1年内�
163百万円�

合　計�
1,044百万円�

取得価額相当額�
減価償却累計額相当額�
中間連結会計期間末残高相当額�

有形固定資産�
698百万円�
12百万円�
685百万円�

無形固定資産�
368百万円�
10百万円�
358百万円�

合　計�
1,067百万円�
23百万円�

1,043百万円�

取得価額�
減価償却累計額�
中間連結会計期間末残高�

有形固定資産�
28,154百万円�
17,476百万円�
10,677百万円�

無形固定資産�
2,202百万円�
1,233百万円�
968百万円�

合　計�
30,357百万円�
18,710百万円�
11,646百万円�

1年超�
8,845百万円�

1年内�
4,342百万円�

合　計�
13,188百万円�

退職給付債務�
年金資産�
未積立退職給付債務�
会計基準変更時差異の未処理額�
未認識数理計算上の差異�
未認識過去勤務債務�
連結貸借対照表計上額純額�
前払年金費用�
退職給付引当金�

��
��
�＝�＋��
��
��
��
�＝�＋�＋�＋��
��
�－��

△  20,451百万円�
12,999百万円�

△    7,451百万円�
4,432百万円�
3,149百万円�

△    1,880百万円�
△    1,750百万円�

799百万円�
△    2,549百万円�

1株当たり純資産額�
1株当たり当期純利益�

334.90円�
11.22円�

1株当たり当期純利益�
当期純利益�
普通株主に帰属しない金額�
うち利益処分による役員賞与金�
普通株式に係る当期純利益�
普通株式の期中平均株式数�

�
1,412百万円�

0百万円�
0百万円�

1,412百万円�
125,845千株　�

商号�
代表者�
本店所在地�
設立年月日�
主な事業の内容�
決算期�
従業員数�
資本金�
発行済株式総数�
株主構成�

殖銀カードサービス株式会社�
庄司 正人�
山形県山形市南原町2丁目7番49号�
平成2年2月1日�
クレジットカード業務�
3月31日�
10名�
30百万円�
600株�
山形共立株式会社�
エコーリース株式会社�
ユーシーカードビジネス株式会社�
ユーシーカード株式会社�
株式会社殖産銀行�

しあわせユーシーカード株式会社�
帯谷 明義�
山形県山形市香澄町3丁目3番1号�
平成63年8月1日�
クレジットカード業務�
3月31日�
7名�
30百万円�
600株�
寿商事株式会社�
しあわせファイナンス株式会社�
ユーシーカード株式会社�
株式会社山形しあわせ銀行�

223株（37.2%）�
217株（36.1%）�
100株（16.7%）�
30株（  5.0%）�
30株（  5.0%）�

270株（45.0%）�
270株（45.0%）�
30株（  5.0%）�
30株（  5.0%）�

�

�
�
経常収益�
経常利益�
当期純利益�
1株当たり当期純利益�
1株当たり年間配当金�
1株当たり純資産額�

殖銀カードサービス会社�
平成16年3月期� 平成17年3月期� 平成16年3月期� 平成17年3月期�
500百万円�
40百万円�
20百万円�
34,736円�

5,000円0銭�
410,900円�

542百万円�
200百万円�
96百万円�

160,950円�
5,000円0銭�
580,860円�

678百万円�
82百万円�
51百万円�
86,442円�

5,000円0銭�
552,516円�

670百万円�
156百万円�
91百万円�

152,870円�
5,000円0銭�
698,637円�

しあわせユーシーカード株式会社�

勤務費用�
利息費用�
期待運用収益�
過去勤務債務の費用処理額�
数理計算上の差異の費用処理額�
会計基準変更時差異の費用処理額�
その他（臨時に支払った割増退職金等）�
退職給付費用�
厚生年金基金の代行部分返上に伴う損益�
計�

612百万円�
518百万円�

△       421百万円�
△       513百万円�

476百万円�
492百万円�
30百万円�

1,194百万円�
△       178百万円�

1,015百万円�

�割引率�
�期待運用収益率�
�退職給付見込額の期間配分方法�
�過去勤務債務の処理年数�
�
�
�
�
�数理計算上の差異の処理年数�
�
�
�
�
�
�
�会計基準変更時差異の処理年数�

2.5%�
4.0%�
期間定額基準�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
15年�

殖産銀行　11年�
（その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数による定額法による）�
山形しあわせ銀行　1年�
（発生年度において全額損益処理）�

殖産銀行　11年�
（各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数による定額法に
より按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしている）�
山形しあわせ銀行　15年�
（各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数による定額法に
より按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしている）�
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連結経営指標等�
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連結自己資本比率（国内基準）�
平成18年9月期�

（金額単位：百万円）�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

基本的項目�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

補完的項目�

�

�

�

控除項目�

自己資本額�

�

リスク・アセット等�

�

連結自己資本比率（国内基準）=　　　×100�

�

資本金�

うち非累積的永久優先株�

新株式申込証拠金�

資本剰余金�

利益剰余金�

自己株式（△）�

自己株式申込証拠金�

社外流出予定額（△）�

その他有価証券の評価差損（△）�

為替換算調整勘定�

新株予約権�

連結子会社の少数株主持分�

うち海外特別目的会社の発行する優先出資証券�

営業権相当額（△）�

のれん相当額（△）�

企業結合等により計上される無形固定資産相当額（△）�

繰延税金資産の控除前の［基本項目］計（上記各項目の合計額）�

繰延税金資産の控除金額（△）�

計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （A）�

うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券（注1）�

土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の45％相当額�

一般貸倒引当金�

負債性資本調達手段等�

うち永久劣後債務（注2）�

うち期限付劣後債務及び期限付優先株（注3）�

計�

うち自己資本への算入額　　　　　　　　　　　　　（B）�

控除項目（注4）　　　　　　　　　　　　　　　　　（C）�

（A）＋（B）－（C）　　　　　　　　　　　　　　　　（D）�

資産（オン・バランス）項目�

オフ・バランス取引項目�

計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（E）�

（注） 1．告示第13条第2項に掲げるもの、すなわち、ステップ・アップ金利等の特約を付すなど償還を行う蓋然性を有する株式等（海外特別目的会社の発行する優先出資証券を含む。）であります。�
2．告示第14条第1項第3号に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質のすべてを有するものであります。�
（1）無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること�
（2）一定の場合を除き、償還されないものであること�
（3）業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること�
（4）利払い義務の延期が認められるものであること�
3．告示第14条第1項第4号及び第5号に掲げるものであります。ただし、期限付劣後債務は契約時における償還期間が5年を超えるものに限られております。�
4．告示第15条第1項第1号に掲げる他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額、及び第2号に規定するものに対する投資に相当する額であります。�

平成18年9月期�

（金額単位：百万円）�

5,678�

30,235�

192�

13,855�

49,962

10,000�

－�

－�

12,501�

21,306�

556�

－�

254�

6,164�

－�

－�

234�

－�

－�

－�

－�

37,066�

－�

37,066�

－�

3,687�

4,056�

12,000�

－�

12,000�

19,744�

19,744�

152�

56,658�

635,763�

13,252�

649,015�

8.72％�

破綻先債権額�

延滞債権額�

3カ月以上延滞債権額�

貸出条件緩和債権額�

合計�

リスク管理債権額（連結）�
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Ｅ�

K
ira
y
a
k
a
 H
o
ld
in
g
s


